


















   





















主要な成長要件の一つと位置づけられているのである（ （Kornai, 1990; Svejnar, 1991;  Gibb，
1995; McMillan, 1995; UN，1995; Smallbone, 1997; McIntyre, 2001; Baumol, 2002）。  
  そこで本研究では、国家レベルでの移行改革は他の移行諸国に比べ遅れているものの、中
小企業は急速な発展を遂げているウズベキスタンを取り上げ、同国の中小企業の新規開業率
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機関や研究者によって厳しく批判されてきた（World Bank,  2008; International Crisis Group, 










しかし同時に、表 2 及び表 3 に示された公式統計からも明らかなように、ウズベキスタン
の中小企業開業率には、地域間・業種間に著しい格差が生じているのもまた事実である。事





倍に増え、中小企業部門の顕著な拡大傾向が見て取れる（表 1）。 ま た 、中小企業の密度 （住
民千人あたりの中小企業数）  を見ると、2000 年にはわずか 6 社であったのが、その後は、








                                                   
3  World Bank Group による Doing Business Reports (2004-2010). 
4  International Monetary Fund（IMF）による Public Information Notice（PIN）No. 2001-2007. 









































                                                   









から 2003 年の間に、期間平均で総投資の 34％（対GDP比の 11％）が製造業で行われ、その
半分以上が国家投資であったが、当該期間中、製造業の生産高の年平均名目増加率は 5％程










基本的に、大企業の私有化は、1998 年 11 月 18 日付けの「国有資産を私有化する際に外国
直接投資の誘致を推進する措置に関する」第 477 閣僚会議決定に沿って開始された。この決
定では、私有化対象として 258 社の国有企業がリストアップされた。そのうち、①「ケース




そこで、 大企業の生産性の向上、 生産技術と設備の近代化を積極的に推進するために、 2000
年以降の「企業の非国有化および私有化についての年次プログラム」に基づき、これらの大
企業の私有化及び再編成が加速化された。また、2000 年 8 月 2 日付けの「ウズベキスタン共




表 5 の通り、特に 2001 年から 2004 年にかけて、年平均 1600 社の大企業が私有化され
、
②政府保有株式の 100%が外国投資家へ譲渡される中大規模の国有企業の 69 社、そして③政





                                                                                                                                                                          
提供、 国家予算が未払債務を引き受ける形で、 間接的な補助金の維持をし続けた （例えば、 OECD, 1998; 
OECD, 1999 を参照） 。 
、そ
8  詳しくは、World Bank、IMF、ICG、IFC による国別レポートを参照。 
9 3 社のみ例外として、50%以上の株式が外国投資家に譲渡された。Tashkent Local Telecom は 55%, 















な赤字を抱えている大企業に対しては、解体や清算が進められた。さらに、2003 年 4 月 19
日付けの「私有化された企業の企業統治改善に関する措置に関する」政府決定により、私有
化企業では、国家介入や国家所有株の削減を通じた企業統治と経営改善の促進が開始された
のである。 その結果、 大企業の総数は、表 7 の通り、 2001 年の 20,878 社から 2006 年の 12,715












捉える事が可能である（Cheviakhova and Rytchkov, 2004）
12










11 2003 年 8 月 26 日付けの「低収益，無収益，破綻国有企業私有化の加速化に関する追加的措置につ
いて」の政府決定。 
12  Cheviakhova and Rytchkov（2004）は、ロシアにおいて業種間で急速に資源再配分が進んだことに注
目し、産業再編後の資源配分を均衡的配分と定義している。 6 
 































                                                   
13  私有化企業の多くは国有企業より生産性が高い事が判明している（EBRD, 1997; Earle and Estrin, 
1998; Roberts et. al, 1998）。なお、新たに創出された企業（de novo firm）は、国有企業及び私有化さ
れた企業よりも経営パフォーマンスの面で優れ  (Konings et al., 1996; Earle, Estrin and Leshchenko, 
1996)、移行経済の成長の源泉の一つとなっている事も指摘されている（例えば、Shleifer and Vishny, 




（Berkowitz and DeJong, 2005）。 












































6） 。1931 年に設立され、1955 年から 130 種類以上の機械を生産できるようになったタシケン
                                                   
15  移行諸国における旧国有大企業の再編成およびスピンオフについて、詳しくは以下の論文を参照。
D. Ellerman (1996) “Spin-offs as a Restructuring Strategy for Post-Socialist Enterprises,” in Sedaitis, J. B. ed. 
Commercializing High Technology: East and West. CISAC, Stanford University Press. 
16  17.10.2002 msk, Сафаргалиева, И., Информационное агентство «Фергана.ру», Ташкент 
(http://www.ferghana.ru/article.php?id=976) 
17  その他に、非独占化・競争促進委員会が 2005 年に 451 社、2006 年に 631 社の再編成・清算過程を
モニターしている。2006 年度の報告によると，2007 年 1 月までの間に，464 社が財務指標の改善，336
社が月間平均生産高と販売高の 20％以上の増加，111 社が赤字から黒字へ転換を達成し，10 社が再構
築の過程にあった（非独占化・競争促進委員会年次報告書, 2005, 2006）。  
18  Starr and MacMillan (1990): “A scavenging entrepreneur extracts usage from goods that others eschew or 



























設備や事業用建物の賃貸とリースに関する法的制度の例として、 1999  年に制定されたリース
法をはじめ、 2002 年の 「リース促進に関する今後の対策に関する」 大統領令




                                                   
19  その他の例として、 ロシアの Станкозавод им.Серго Орджоникидзе （Малые предприятия под крылом 
гигантов, "Круглый стол" РАРМП и редакции "Бизнеса для всех". Номер 16/308, 26.07.2000.）や、ОАО 
Машиностроительный завод "Арсенал", ОАО "Звезда", ОАО "Кировский завод", ОАО "Компрессорный 
комплекс", ОАО "Невский завод"（Газета Деловой Петербург, 21.02.2008, 
、 2003 年の 「リ
http://www.stockmap.ru/news/0212715621/）等の旧国有大企業が挙げられる。 
20 Информационное агентство «Фергана.ру», 09.04.2008, 13:06 msk, Соб. инф., Ташкент 
( http://www.ferghana.ru/article.php?id=5662) 
21  これはウズベキスタンだけの現象に限らず、その他の移行諸国においても多く見られるパ
ターンである。例えば、ロシアのペンザ州においては、2010 年までに 66 社の旧国有大企業
の工業用地や建物・設備を使用し、10,800 人を雇用する 454 社の小規模な新規開業企業が設
立され、パンや家具の販売をはじめ多種多様な業種に従事している。«Пошли по цехам: Малый 
бизнес осваивает неиспользуемые площади крупных предприятий», Российская газета (Экономика 
Поволжья), N5162, 20 апреля 2010 г. 
22  ただし、代替的選択として失業者の層に流入することが考えられる。 
23  企業家活動はその主要な動機によって、 事業機会を積極的に追求する 「事業機会追求型企業家活動」






















































4.1  データ 
  本稿の実証分析では、ウズベキスタン共和国国家統計委員会から特別の許可を得て提供さ




り立っている。2004 年以降の区分ではウズベキスタンの国土は、合計で 188 の地理的行政地
区に分けられ、159 の地区と 29 の都市からなる。本研究の分析の単位は、この 188 行政地域
区分に対応する。ただし、2000 年から 2004 年までには行政地区の合併も数件あり、後述す
るコントロール変数の一部は、地区レベルのデータ（表 8）が入手可能でないため、本研究


















                                                   
25  また、Bruno et al.（2008）が述べるように、私有化によるスピンオフ・分裂企業は、新たな所有者
による企業資源の新たな方法による組み合わせやローカル市場における新たな戦略の創出をもたらす

















働市場的アプローチ（labor market approach） 」によってそれぞれ定義されてきた。生態学的ア
プローチでは、事業環境の変化に伴って、一定地域の既存企業の総数が参入と退出を通じた
自己調整に関していかなる潜在能力を持つか、と言うことが重要視され、新規開業率は域内






の計測方法として用いることにする。つまり、開業率の変数として、ｔ年 1 月 1 日時点の域
内の既存企業総数に占めるｔ年の一年間に開設された中小企業数の比率（NFF_Rate）を使用
する（表 8） 。ただし、労働市場的アプローチで被説明変数（NFF_Labo）を定義しても、実
証結果の概要は変わらなかった（第 5 節） 。 
 








                                                   
26農業改革は新規に設立された中小企業の数のうち、年平均で 63％を農業のものが占めるような成果
を生んだのである。農業の中小企業数は、2000 年の 5.4 万社から 2006 年の 24.4 万社に急増し、その
うち、約 18 万 9 千社は農業経営体の設立だった（詳しくは、Kan, V.「ウズベキスタンにおける中




























                                                   
27  Отчеты Государственного комитета Республики Узбекистан по демонополизации, 
поддержке конкуренции и предпринимательства по итогам деятельности в 2000-2006 г. 
を築いており、またはどのような促進要因となっているのかという問
題が考察されてきた （Reynolds et. al, 1994; Audretsch, 1998; Daviddson et al.. 1994; Audretsch and 












業集積等が産業レベルの決定要因として指摘されている（Geroski, 1995; Audretsch and Fritsch, 1999 な
ど）。  



















1997 年までのルーマニアの 40 地方についてのデータを使用したTraistaru（2001）の論文と、









業を設立する誘因を持つことになると考えられるからである（Reynolds, 1994; Sutaria and 
Hicks, 2004 など） 。 
のみが数えられる。そこで、本研究では移行期の地域特性が新規開業に及ぼしてき
た影響も検証し、その中で次の 7 種類のコントロール変数を採用する。 
第二は、失業率である。失業については、高い失業率が高い新規開業率をもたらすという
結果を示す先行研究がある一方、失業率と開業率の相関が負で有意であるという結果を報告





に資金制約としての影響を与えている可能性があると指摘されている （岡室・小林 2004；小林 2005）。  
31  ただし、発展途上国においては、制度の発展度に関する比較可能で信頼できる計測データの収集は
困難であることが多く、企業家精神や新規開業に関する研究では「民主化の程度」 、 「汚職水準」 、「 法
制度の法源」 、 「私有権の保護度」 、 「労働規制」などのような総合的指標が利用されている（Bhaumik et 
al, 2006; Van Stel et al., 2007; Aidis et al., 2009 等 ）。  
32  Bruno et al.（2008）は、ロシアにおける企業の新規開業に対する制度の影響を検証した先駆的研究









する研究もある（Storey, 1991; Reynolds et al., 1994） 。これは失業率がプッシュ効果とプル効
果の双方のメカニズムで機能し得る事に原因があると思われる
33






















  第四は、平均賃金である。Santarelli and Piergiovanni（1995）は、平均賃金の水準が高い地
域で新規開業する企業にとって開業のコストは高くなるため、平均賃金は新規開業率に負の









っていると頻繁に指摘されている。 Evans and Jovanovic (1989)は資金制約の結果として資産水
                                                   




















ルオーバーを受容出来る可能性も高くなる（Henderson, 1994; Marshall, 1920） 。さらに、一般
的需要市場の形成に加えて、熟練労働者の市場の発達や専門的な製品やサービスに対するア
クセスの改善、財務や経営上のサポート産業の形成が産業集積の利益として挙げられている
（Audretsch and Feldman, 1996; Porter, 1998）。  
。これらのインフラストラクチャーを代表
する変数は正の符号を持つことが期待される。 











なお、上述した全てのコントロール変数の測定は 1 期前のラグ変数を用いて、表 8 で示さ
れているように定義する。 以下では、 分析方法を紹介した上、 次節では推定結果を報告する。 
。 
                                                   















NFF_Ratei, t  ＝αi＋β0旧社会主義大企業密度 （FSE_Density） i, t-1＋β コントロール変数 i, t-1＋εi, t （１）  
 
  ここで、α と β0は推定されるべきパラメーター、β はパラメーターのベクトル、ε は誤差項
である。また、i は地域を、ｔは年を指す。地域レベルでコントロールすべき開業要因は次の
通りである。 
｛β1PopGrwi, t-1＋β2Log_Wagei, t-1＋β3Unempi, t-1＋β4Experti, t-1 (or Educi, t-1)＋ 
＋β5Densi, t-1＋β6Financei, t-1＋β7Infrai, t-1＋β8yeart｝ 
 
また、 動学的な拡張モデルにおいては、 旧社会主義大企業密度の減少幅 （FSE_Dens_Drop）
を主要な説明変数として採用する。 
 





















                                                   
36  田中勝人著 （1998） 「計量経済学」 岩波書店、Cameron, A. C. and Trivedi, P. K., Microeconometrics using 






5.  分析結果 
  本節では、パネルデータに基づいた記述統計を示し、次にパネルデータの回帰分析の主要




を報告している。 地区別の新規開業率は 0.43 から 0.01 までの広い範囲を取り、 平均値は 0.06
である。また、旧社会主義大企業の密度（FSE_Density）にも最大値の 1.94 から最小値の 0.1
までの大きな差が見られる。表 13 の右端の欄には、新規開業率と各説明変数の単相関係数が
報告されている。 従属変数と独立変数との相関行列を見ると、 第 3 節の理論的予測に違わず、
ウズベキスタンの地区レベルにおいて、旧社会主義大企業の密度は新規開業率（NFF_Rate）




たところ、VIF は 3 未満であり、多重共線性は低く、これらを一つの推計式で同時推定する
事には問題がないと考えられる。 
  パネル回帰分析の主な推定結果は、 表 14 に示されている。 推定モデル （1） から （5） と（ 8）
から（10）までにおいては、プーリング OLS モデルの結果が報告されている。結果の頑健性
を検証するため、モデルの（6） 、（ 7）と（11）において、グループ間推定（BE）と一般化最






も大きく異ならなかった。変量効果モデルにおいては、F 値が有意水準 1%で 427 を超え、固
定効果モデルのグループ間推定 （BE） においても自由度調整済み決定係数は 0.4 以上であり、
本研究で用いたモデルが十分な説明力を持つことを示す。 また、 動的な拡張モデル （4） 、（ 5）、
（7）、（10）の推定結果においても、予測通りに Δ 旧社会主義大企業密度（FSE_Dens_Drop）
の新規開業率（NFF_Rate）に対する効果は、正で 1%の有意水準で有意であり、仮説 2 が支
持された。なお、先行研究で企業の新規開業率に対して統計的に有意な影響が支持されてい
る決定要因だけを含んだモデル（1）と（8）に、大企業の再編成に関する上述した独自の変
数を加えることで、モデル（2）、（ 9）で示されているように、自由度調整済み決定係数が 0.3818 
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表 1  ウズベキスタンの中小企業発展の推移 
    1999  2000  2001  2002  2003  2004  2005  2006 
GDP に占める割合（％）  (29.1)  (31.0)  (33.6)  (34.6)  (35.0)  (35.6)  (38.2)  (42.1) 
うち法人企業  (12.6)  (13.1)  (14.8)  (15.7)  (16.5)  (18.6)  (21.5)  (23.5) 
うち個人労働活動  (16.5)  (17.9)  (18.8)  (18.9)  (18.5)  (17.0)  (16.7)  (18.6) 
雇用総数に占める割合（％）  (47.0)  (49.7)  (53.0)  (54.5)  (56.7)  (60.3)  (65.5)  (69.3) 
就業者数（万人）  ―  446,27  484,25  508,64  543,67  597,49  660,25  725,86 
うち法人企業（万人)  64,77  74,53  80,18  90,03  104,51  134,90  138,69  184,80 
中小企業数（万社）  15,9700  18,2960  20,1887  23,9497  24,3413  27,7362  30,8712  38,4132 
うち活動中の企業数（万社）  12,5600  14,9257  17,7678  21,5710  21,0135  23,7502  26,8636  34,6062 
活動中企業の割合(％)  (66.8)  (88.3)  (89.5)  (91.3)  (92.2)  (93.5)  (94.8)  (96.5) 




表 2  業種別の新規開業数（2000‐2006 年） 
 
新規開業数（単位：社）  構成（単位：％） 
 
2000  2001  2002  2003  2004  2005  2006  2000  2001  2002  2003  2004  2005  2006 
総数：  34609  34194  47239  41936  51728  58469  92526  100  100  100  100  100  100  100 
鉱工業  2429  2724  4099  4473  3728  3507  3839  7.0    8.0    8.7    10.7    7.2    6.0    4.1   
建設業  1409  1420  1843  1649  2252  2512  2550  4.1    4.2    3.9    3.9    4.4    4.3    2.8   
農業  18809  18093  30369  24329  32550  40106  71889  54.3    52.9    64.3    58.0    62.9    68.6    77.7   
商業  7697  6889  6592  6454  8658  7161  7664  22.2    20.1    14.0    15.4    16.7    12.2    8.3   
飲食産業  228  446  511  2084  1061  963  1053  0.7    1.3    1.1    5.0    2.1    1.6    1.1   
通信・運輸  303  369  473  466  577  789  1357  0.9    1.1    1.0    1.1    1.1    1.3    1.5   
サービス業  3039  3334  2451  1342  1628  1675  2185  8.8    9.8    5.2    3.2    3.1    2.9    2.4   
その他  695  919  901  1139  1274  1756  1989  2.0    2.7    1.9    2.7    2.5    3.0    2.1   
出所：ウズベキスタン国家統計委員会より提供されたパネルデータベースに基づき、筆者作成。 
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表 3  州別の新規開業数（単位:  社） 
    2000  2001  2002  2003  2004  2005  2006 
総数：  34609  34194  47239  41936  51728  58469  92526 
カラカルパキスタン  1951  1789  2669  2595  2343  2961  2680 
アンディジャン  2058  3515  3127  2594  1763  3082  10118 
ブハラ  4017  2720  3132  4122  4259  4505  6342 
ジッザク  2318  1582  2233  5828  2407  1818  1632 
カシュカダリア  7409  3383  3034  7876  16125  14666  12485 
ナボイ  1661  1910  2258  2113  1663  1645  2140 
ナマンガン  1897  1727  2057  2378  2050  2541  7010 
サマルカンド  2232  4031  3125  2737  2608  2306  10441 
スルハンダリア  2088  1664  1579  1809  2456  2721  6354 
シルダリア  2587  1678  1137  1910  2001  2202  1914 
タシケント地方  2971  2034  2189  2925  3183  2629  11427 
フェルガナ  3471  2508  3446  4727  3379  5979  9807 
ホレズム  2718  2493  1784  2256  3155  7028  5141 
タシケント市  3914  3413  3304  3295  4336  4386  5035 
出所：ウズベキスタン国家統計委員会より提供されたパネルデータベースに基づき、筆者作成。 
 
表 4  1995-1999 年の私有化・株式会社化された旧社会主義大企業数（単位:  社） 





1995  ..  7511  1026 
1996  1915  658  1257 
1997  1231  443  788 
1998  451  103  110 
1999  448  156  141 
出所：State Property Committee (GKI)  及び Ministry of Macroeconomics and Statistics の資料に基づき筆
者作成。 
表 5  私有化・株式化された旧社会主義大企業数（単位:社）、2000‐2006 年 
    2000  2001  2002  2003  2004  2005  2006 
私有化された企業総数  374  1449  1912  1519  1228  980  673 
株式会社  152  227  223  75  28  3  19 
有限会社  103  827  1252  981  162  75  55 
その他の民間企業  119  395  437  463  1038  902  599 




表 6  リース市場の発展指標 
 
2002  2003  2004  2005  2006 
リース機関数  14    21    23    28    33   
年間新規リース契約件数  2,621    2,817    2,810    4,078    5,630   
年間契約額（百万米ドル）   41.1    37.9    43.4    81.2    107.6   
出所：Госкомстат Руз（2005、2007）、CEEP  （2002-2007）、ADB (2005)  に基づき筆者作
成。 
 
表 7  業種別の旧社会主義大企業数（単位：社） 
    2000  2001  2002  2003  2004  2005  2006 
総数：  19697  20878  20684  17899  16512  14598  12715 
鉱工業  1113  1073  1005  1102  968  873  799 
建設業  1389  1387  1219  1006  833  626  521 
農業  3823  3865  3868  2860  2591  2258  1520 
商業  1567  1511  1417  1139  900  763  631 
飲食産業  355  331  300  221  198  168  130 
通信・運輸  1127  1084  1038  1004  937  838  761 
サービス業  9707  11053  11304  10289  9924  8953  8246 
その他  616  574  533  278  161  119  107 
出所：ウズベキスタン国家統計委員会より提供されたパネルデータベースに基づき、筆者作成。 
 
表 9  業種別の中小企業数の推移（2000‐2006 年） 
 
中小企業数（単位：社）  構成（単位：％） 
 
2000  2001  2002  2003  2004  2005  2006  2000  2001  2002  2003  2004  2005  2006 
総数：  149257  177678  215710  210135  237502  268636  346062  100  100  100  100  100  100  100 
鉱工業  14798  16803  19755  20720  20067  19488  20778  9.9    9.5    9.2    9.9    8.4    7.3    6.0   
建設業  8906  9916  11053  10570  10940  11698  12874  6.0    5.6    5.1    5.0    4.6    4.4    3.7   
農業  54308  72244  101773  120087  146247  176867  244386  36.4    40.7    47.2    57.1    61.6    65.8    70.6   
商業  40486  44336  45472  37604  37252  36007  38892  27.1    25.0    21.1    17.9    15.7    13.4    11.2   
飲食産業  1874  2216  2630  4263  4655  4949  5508  1.3    1.2    1.2    2.0    2.0    1.8    1.6   
通信・運輸  1206  1462  1903  1991  2266  2684  3766  0.8    0.8    0.9    0.9    1.0    1.0    1.1   
サービス業  23011  25273  27151  8588  9589  9742  11480  15.4    14.2    12.6    4.1    4.0    3.6    3.3   
その他  4668  5428  5973  6312  6486  7201  8378  3.1    3.1    2.8    3.0    2.7    2.7    2.4   
注）個人労働活動を除く。 
出所：ウズベキスタン国家統計委員会より提供されたパネルデータベースに基づき、筆者作成。   27 
 
表 8  実証分析に用いる変数の定義 
 
従属変数  定義   
 
NFF_Rate  中小企業開業率(ecological approach)：域内の既存企業総数(ｔ年の 01.01 時点)に占める 
開設した中小企業数(ｔ年の一年間)の比率、t=2004, 2005, 2006, i‐地区 
New Firms*i,(t+1) / Total Ent i,t 
 
NFF_Labo  中小企業開業率(labor market approach)：域内の人口(ｔ年の 01.01 時点)に占める開設した 
中小企業数(ｔ年の一年間)の比率、t=2004, 2005, 2006, i‐地区 
New Firms* i,(t+1) / Pop i,t 
 
独立変数         
 
FSE_Density  旧社会主義大企業密度：人口総数(ｔ年期首)に占める旧社会主義大企業数(ｔ年期首)  FSE*( i,t) / Pop(i,t) 
 
FSE_Dens_Drop  Δ 旧社会主義大企業密度：過去 3 年間の旧社会主義大企業密度の減少幅  [ FSE*(t-3)/Pop(t-3)－FSE*(t)/Pop(t)] 
 
PopGrw  人口増加率**：人口総数に占める人口増加分  [Pop(t) – Pop(t-3)] / Pop(t-3) 
 
Log_Wage  平均賃金の自然対数**：中小企業の平均賃金(スム)  Log (SME’s average Wage)/1000 
 
Unempl  失業率(％) **：労働力人口総数に占める失業者数の割合  (Num. of Unemployed) / (Labor Force) 
 





(Uni.& Colleges Students) / (Pop) 
 
Dens  企業密度：住民千人当りの企業総数  (Total Ent) / (Pop) 
 
Finance  銀行の融資能力**：事業所当りの銀行預金額の比率  (Vol. of Banks Deposits) / (Total Ent ) 
 
Infra  インフラ**：住民 100 人当たりの固定電話数  (固定電話数) / ( Pop) 
 
（注 1）Ent：企業、  FSE：社会主義的大規模の企業、  Pop：人口 
 
（注 2）*：農業部門以外の企業（number of enterprises without agricultural firms） 
 
（注 3）**：州レベルのデータ 
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表 11 新規開業に関する主な先行研究のまとめ（筆者作成） 






1984-1998年  製造業、 3 桁
レベル 
カナダ ： 5260 の調査
圏 
集積効果、競争水準、廃業率、レント、都市の経済性  新規開業数  Poisson 
model 
黒 瀬・大 塚 （ 2007）   1981-2001年  製造業、サ
ービス業 
日 本：47 の都道府県  製造業：市場ポテンシャル＋、 特化係数－、 平均現金給与額－。 サービス業：  人
口増加率＋、市場ポテンシャル＋、失業率＋、事業所密度＋、特化係数＋ 
新規開業数  OLS  
























小林（2004）  1972-2001年  全産業  日 本：47 の都道府県  人口増加率＋、事業所密度＋、新規工場立地比率＋、選択可能情報量＋、GDP 増加
率－、平均従業者数－、平均賃金－、平均年齢－、持ち家比率－、製造業比率－ 
新規開業数  OLS  
Audretsch and 
Fritsch (1999) 
1986-1989年  製造業の 31
の業種 










Bhaumik et al. 
(2006) 
1987-1997年  鉱工業、 3 桁
のレベル 
インド：15 州  産業増加率＋、資本労働比率＋、産業集積-、一人当たり公共歳出-、教育水準＋、
製造業比率＋ 
新規開業数  OLS 
Gao and Shi 
(2008) 










Traistaru (2001)  1990-1997年    ルーマニア ： 40 地方  都市人口、持ち家比率＋、教育水準＋、R&D＋,インフラー＋  新規開業数 / 住民





ド、 158 業種 
  市場密度-、資本集約度-、国有企業比率-、売上高増加率、価格・費用マージンー、
業種の平均売上高＋、過去の開業率＋、過去の廃業率＋ 
総開業率  OLS 
Berkowitz and 
DeJong (2004) 






2000-2002年  4 桁のレベ
ル：58 
ロシア：87 地方  一人当たり GRP＋、都市化の水準＋、工業化水準-、人口規模＋、犯罪水準-、  貧








要因のカテゴリー  決定要因と想定される企業の新規開業率への効果 
需要  需要規模：人口規模(＋)、平均所得(＋) 
需要の成長：人口増加率(＋)、所得増加率(＋)、GDP 増加率 
企業活動の費用  労働コスト(－)、事業用地(－)、税率（－）、オフィス賃料(－) 
税率(－)、地価水準・地価上昇率（－/＋） 
産業構造・  製造業比率(＋/－)、サービス業比率（＋）、産業の成熟度(－)、事業所密度(＋)、







































平均値 標準偏差 最小値 最大値 (1) (2) (3) (4) (5) (6) (7) (8) (9)
(1) NFF_Rate 0.06 0.06 0 0.43 1
(2) NFF_Labo 0.7 0.57 0.09 4.08 0.796 1
(3) FSE_Density 0.44 0.28 0.1 1.94 0.454 0.696 1
(4) FSE_Dens_Drop 0.29 0.28 -0.6 1.78 0.253 0.36 0.471 1
(5) UnemplxFSE_Density 0.17 0.25 0.01 3 0.204 0.312 0.544 0.054 1
(6) UnemplxFSE_Dens_Drop 0.17 0.2 0.03 0.88 -0.046 -0.024 0.173 -0.101 0.781 1
(7) PopGrw 7.64 2.4 3.21 12.2 -0.186 -0.144 -0.035 0.132 -0.105 -0.136 1
(8) Log_Wage 3.09 0.25 2.58 3.67 0.124 0.19 -0.004 -0.1 -0.02 -0.018 -0.549 1
(9) Unempl 0.36 0.36 0.07 1.55 -0.052 -0.042 0.133 -0.128 0.771 0.987 -0.149 -0.022 1
(10) ExpertR 0.04 0.02 0.01 0.13 0.382 0.497 0.603 0.354 0.383 0.214 -0.142 0.02 0.213
(11) Educ 10.08 13.89 0.38 131.42 0.476 0.539 0.609 0.398 0.342 0.099 -0.056 -0.003 0.101
(12) Dens 1.32 0.7 0.31 4.57 -0.369 0.085 0.191 0.05 0.044 0.012 0.124 0.19 -0.017
(13) Infra 0.28 0.22 0.11 0.88 0.088 0.191 0.178 -0.052 0.327 0.429 -0.6 0.421 0.379
(14) Finance 0 0 0 0 0.088 0.108 0.041 0.073 -0.213 -0.278 -0.07 -0.131 -0.311
(15) year_2004 0.33 0.47 0 1 -0.035 -0.119 0.124 0.116 0.046 0.062 0.178 -0.586 0.016
(16) year_2005 0.33 0.47 0 1 0.005 -0.048 -0.015 0.262 0.059 0.075 -0.071 0.293 0.083
(10) (11) (12) (13) (14) (15) (16)
(10) ExpertR 1
(11) Educ 0.657 1
(12) Dens 0.084 -0.074 1
(13) Infra 0.224 0.078 0.12 1
(14) Finance -0.026 -0.057 0.054 0.025 1
(15) year_2004 -0.041 0.002 -0.163 -0.04 0.182 1








独立変数 (1) (2) (3) (4) (5) (6) (7) (8) (9) (10) (11)
FSE_Density 0.101*** 0.090*** 0.109*** 1.314*** 0.958***
(0.011) (0.015) (0.013) (0.170) (0.108)
FSE_Dens_Drop 0.047*** 0.046*** 0.078*** 0.711***
(0.009) (0.009) (0.018) (0.139)
PopGrw 0.002** 0.002* 0.002 0.002 0.001 0.002 0.002 0.026** 0.014 0.009 0.005
(0.001) (0.001) (0.001) (0.001) (0.001) (0.002) (0.002) (0.012) (0.009) (0.013) (0.013)
Log_Wage 0.068*** 0.055*** 0.055*** 0.069*** 0.064*** 0.060*** 0.078*** 0.495*** 0.310*** 0.467*** 0.194
(0.012) (0.011) (0.011) (0.012) (0.012) (0.018) (0.021) (0.134) (0.097) (0.126) (0.120)
Unempl -0.013** -0.013*** -0.026*** -0.002 -0.088** -0.013 0.006 -0.180** -0.320*** -0.709* -0.230**
(0.006) (0.004) (0.008) (0.006) (0.038) (0.009) (0.012) (0.082) (0.082) (0.387) (0.102)
ExpertR 1.286*** 0.404*** 0.429*** 0.992*** 1.000*** 0.359** 0.835*** 14.885*** 2.610** 10.477*** 3.244**
(0.118) (0.145) (0.151) (0.132) (0.132) (0.181) (0.195) (1.622) (1.313) (1.747) (1.268)
Dens -0.040*** -0.047*** -0.046*** -0.042*** -0.042*** -0.050*** -0.046*** -0.044 -0.133*** -0.074** -0.081***
(0.004) (0.004) (0.004) (0.004) (0.004) (0.005) (0.005) (0.033) (0.029) (0.035) (0.028)
Infra 0.003 -0.001 -0.001 0.000 -0.013 0.001 -0.002 0.246 0.196* 0.100 0.183
(0.013) (0.010) (0.011) (0.013) (0.015) (0.018) (0.020) (0.176) (0.117) (0.177) (0.155)
Finance 15.441*** 14.854*** 14.795*** 17.421*** 16.408*** 17.220*** 20.821*** 145.000*** 136.019*** 166.910*** 99.687**
(5.531) (4.907) (4.937) (5.509) (5.743) (5.649) (6.431) (55.863) (44.742) (55.612) (40.184)
year_2004 -0.001 -0.019*** -0.019*** -0.013** -0.017*** (dropped) (dropped) -0.100* -0.346*** -0.305*** -0.315***
(0.005) (0.005) (0.006) (0.006) (0.005) (0.057) (0.052) (0.057) (0.043)
year_2005 -0.011** -0.019*** -0.019*** -0.025*** -0.027*** (dropped) (dropped) -0.152*** -0.262*** -0.380*** -0.235***
(0.005) (0.005) (0.005) (0.005) (0.005) (0.056) (0.043) (0.053) (0.025)




Constant -0.173*** -0.119*** -0.116*** -0.169*** -0.135*** -0.154** -0.216*** -1.631*** -0.835** -1.302*** -0.348
(0.046) (0.038) (0.039) (0.045) (0.048) (0.066) (0.074) (0.492) (0.350) (0.481) (0.439)
Number of observations 564 564 564 564 564 564 564 564 564 564 564
Chi2 427.001
Adjusted R2 0.380 0.526 0.528 0.411 0.415 0.579 0.465 0.318 0.610 0.392
注）　括弧内は頑健標準誤差。　***：1%水準で有意、**：5%水準で有意、*：10%水準で有意。
NFF_Rate NFF_Labo





(1) (2) (3) (4) (5) (6) (7) (1) (2) (3) (4) (5) (6) (7)
FSE industry 1.045*** 0.282**
(0.238) (0.128)
FSE construction 1.445*** 0.190
(0.328) (0.199)
FSE agriculture -0.329*** 0.091
(0.104) (0.107)
FSE service 0.317*** 0.123***
(0.042) (0.046)
FSE trade 1.100*** 0.586*
(0.288) (0.343)
FSE catering 1.882*** -0.438
(0.620) (0.443)
FSE transport 2.277*** 0.669***
(0.568) (0.251)
Log Wage 0.005 0.005* 0.005* 0.004* 0.007** 0.006** 0.002 0.008*** 0.008*** 0.009*** 0.007*** 0.008*** 0.008*** 0.007***
(0.003) (0.003) (0.003) (0.003) (0.003) (0.003) (0.003) (0.002) (0.002) (0.002) (0.002) (0.002) (0.002) (0.002)
Unempl 0.000 -0.003** -0.002 -0.003** -0.002 -0.001 -0.002 0.003** 0.003* 0.003** 0.002* 0.003** 0.003** 0.003**
(0.001) (0.001) (0.001) (0.001) (0.001) (0.001) (0.001) (0.001) (0.001) (0.001) (0.001) (0.001) (0.001) (0.001)
Infra 0.004 0.003 0.003 0.004 0.005* 0.004* 0.006** -0.005* -0.005** -0.005** -0.005** -0.004* -0.006** -0.004*
(0.003) (0.003) (0.003) (0.002) (0.003) (0.003) (0.003) (0.002) (0.003) (0.003) (0.002) (0.002) (0.003) (0.002)
PopGrw 0.001** 0.000 0.000 0.000 0.000* 0.001** 0.001** -0.000 -0.000 -0.000 -0.000 -0.000 -0.000 -0.000
(0.000) (0.000) (0.000) (0.000) (0.000) (0.000) (0.000) (0.000) (0.000) (0.000) (0.000) (0.000) (0.000) (0.000)
ExpertR 0.097*** 0.125*** 0.174*** 0.077** 0.152*** 0.175*** 0.044 0.089*** 0.108*** 0.125*** 0.069*** 0.092*** 0.124*** 0.072***
(0.032) (0.034) (0.030) (0.032) (0.028) (0.028) (0.050) (0.019) (0.025) (0.024) (0.019) (0.017) (0.021) (0.022)
Dens -0.005*** -0.006*** -0.009*** -0.004*** -0.005*** -0.007*** -0.004*** -0.004*** -0.004*** -0.004*** -0.003*** -0.003*** -0.005*** -0.004***
(0.001) (0.001) (0.001) (0.001) (0.001) (0.001) (0.001) (0.001) (0.001) (0.000) (0.001) (0.001) (0.001) (0.001)
Finance 2.830** 2.984*** 3.492*** 3.770*** 2.867** 3.426*** 2.291*** 0.456 0.561 0.606 0.749 0.316 0.624 0.284
(1.244) (1.150) (1.269) (1.218) (1.241) (1.306) (0.879) (0.696) (0.703) (0.713) (0.708) (0.724) (0.702) (0.674)
Year 2004 -0.001 -0.001 0.001 -0.003*** -0.000 -0.000 -0.003** -0.004*** -0.004*** -0.004*** -0.005*** -0.004*** -0.003*** -0.005***
(0.001) (0.001) (0.001) (0.001) (0.001) (0.001) (0.001) (0.001) (0.001) (0.001) (0.001) (0.001) (0.001) (0.001)
Year 2005 -0.001 -0.001 0.000 -0.002* -0.001 -0.001 -0.002 -0.006*** -0.006*** -0.006*** -0.007*** -0.006*** -0.006*** -0.006***
(0.001) (0.001) (0.001) (0.001) (0.001) (0.001) (0.001) (0.001) (0.001) (0.001) (0.001) (0.001) (0.001) (0.001)
定数項 -0.012 -0.010 -0.006 -0.015 -0.019* -0.017 -0.006 -0.010 -0.011 -0.015** -0.011* -0.013** -0.012* -0.009
(0.010) (0.010) (0.011) (0.010) (0.010) (0.011) (0.010) (0.007) (0.007) (0.007) (0.007) (0.006) (0.007) (0.007)
観測数 564 564 564 564 564 564 564 564 564 564 564 564 564 564
調整済み決定係 0.319 0.322 0.278 0.365 0.296 0.259 0.395 0.262 0.254 0.257 0.285 0.279 0.253 0.276
注）　括弧内は頑健標準誤差。　***：1%水準で有意、**：5%水準で有意、*：10%水準で有意。






(1) (2) (3) (4) (5) (6) (7) (1) (2) (3) (4) (5) (6) (7)
FSE industry 1.426*** 0.473**
(0.353) (0.140)
FSE construction 1.810*** 0.291
(0.544) (0.139)
FSE agriculture -0.407*** -0.186
(0.153) (0.043)
FSE service 0.530*** 0.094***
(0.067) (0.021)
FSE trade 1.998*** 0.245*
(0.412) (0.094)
FSE catering 1.799* 1.318
(0.988) (0.286)
FSE transport 2.921*** 0.765***
(0.730) (0.273)
Log Wage 0.014*** 0.015*** 0.015*** 0.013*** 0.016*** 0.017*** 0.011** 0.005*** 0.006*** 0.006*** 0.006*** 0.006*** 0.006*** 0.005***
(0.005) (0.005) (0.005) (0.005) (0.005) (0.005) (0.005) (0.001) (0.001) (0.001) (0.001) (0.001) (0.001) (0.001)
Unempl -0.006*** -0.010*** -0.009*** -0.011*** -0.009*** -0.008*** -0.009*** -0.001** -0.002* -0.002** -0.003* -0.002** -0.002** -0.002**
(0.002) (0.002) (0.002) (0.002) (0.002) (0.002) (0.002) (0.001) (0.001) (0.001) (0.001) (0.001) (0.001) (0.001)
Infra 0.016*** 0.014*** 0.014*** 0.016*** 0.018*** 0.015*** 0.018*** 0.002* 0.001** 0.002** 0.002** 0.002* 0.003** 0.003*
(0.005) (0.005) (0.005) (0.005) (0.005) (0.005) (0.006) (0.002) (0.002) (0.002) (0.002) (0.002) (0.002) (0.002)
PopGrw 0.002*** 0.001*** 0.001*** 0.001*** 0.001*** 0.001*** 0.002*** 0.000 -0.000 -0.000 -0.000 0.000 0.000 0.000
(0.000) (0.000) (0.000) (0.000) (0.000) (0.000) (0.000) (0.000) (0.000) (0.000) (0.000) (0.000) (0.000) (0.000)
ExpertR 0.231*** 0.278*** 0.339*** 0.165*** 0.284*** 0.347*** 0.172** 0.051*** 0.083*** 0.083*** 0.061*** 0.087*** 0.079*** 0.045***
(0.055) (0.054) (0.048) (0.054) (0.047) (0.045) (0.069) (0.020) (0.015) (0.013) (0.016) (0.013) (0.012) (0.025)
Dens -0.011*** -0.012*** -0.016*** -0.008*** -0.011*** -0.014*** -0.010*** -0.001*** -0.002*** -0.003*** -0.001*** -0.002*** -0.002*** -0.001***
(0.001) (0.001) (0.002) (0.001) (0.001) (0.001) (0.001) (0.000) (0.000) (0.001) (0.000) (0.000) (0.000) (0.000)
Finance 3.146* 3.407* 4.042** 4.532*** 2.938 3.964** 2.505 0.341 0.526 0.647 0.716 0.490 0.608 0.232
(1.807) (1.835) (1.891) (1.755) (1.922) (1.935) (1.642) (0.541) (0.573) (0.572) (0.574) (0.583) (0.599) (0.427)
Year 2004 -0.004* -0.005** -0.001 -0.009*** -0.004 -0.003 -0.007*** 0.000*** 0.000*** 0.001*** -0.000*** 0.001*** 0.000*** -0.000***
(0.002) (0.002) (0.002) (0.002) (0.002) (0.002) (0.002) (0.001) (0.001) (0.001) (0.001) (0.001) (0.001) (0.001)
Year 2005 -0.005*** -0.005** -0.003 -0.007*** -0.004** -0.005** -0.006*** -0.001*** -0.001*** -0.000*** -0.001*** -0.001*** -0.001*** -0.001***
(0.002) (0.002) (0.002) (0.002) (0.002) (0.002) (0.002) (0.001) (0.001) (0.001) (0.001) (0.001) (0.001) (0.001)
定数項 -0.031* -0.029* -0.024 -0.034** -0.041** -0.038** -0.024 -0.016 -0.017 -0.012** -0.018* -0.019** -0.018* -0.015
(0.017) (0.018) (0.018) (0.017) (0.017) (0.018) (0.017) (0.004) (0.005) (0.004) (0.004) (0.005) (0.004) (0.004)
観測数 564 564 564 564 564 564 564 564 564 564 564 564 564 564
調整済み決定係 0.350 0.344 0.320 0.418 0.361 0.307 0.387 0.325 0.263 0.302 0.300 0.260 0.285 0.333
注）　括弧内は頑健標準誤差。　***：1%水準で有意、**：5%水準で有意、*：10%水準で有意。






(1) (2) (3) (4) (5) (6) (7) (1) (2) (3) (4) (5) (6) (7)
FSE industry 0.651*** 0.490**
(0.153) (0.135)
FSE construction 1.241*** 0.532
(0.272) (0.151)
FSE agriculture -0.302*** -0.129
(0.059) (0.055)
FSE service 0.198*** 0.114***
(0.031) (0.024)
FSE trade 0.639*** 0.220*
(0.171) (0.113)
FSE catering 1.346*** 0.422
(0.447) (0.343)
FSE transport 1.510*** 1.240***
(0.323) (0.312)
Log Wage 0.012 0.012* 0.012* 0.012* 0.013** 0.013** 0.010 -0.001*** -0.000*** -0.000*** -0.001*** 0.000*** 0.000*** -0.002***
(0.002) (0.002) (0.002) (0.002) (0.002) (0.002) (0.002) (0.001) (0.001) (0.001) (0.001) (0.001) (0.001) (0.001)
Unempl -0.000 -0.003** -0.002 -0.002** -0.002 -0.001 -0.002 0.000** -0.001* -0.001** -0.001* -0.001** -0.001** -0.001**
(0.001) (0.001) (0.001) (0.001) (0.001) (0.001) (0.001) (0.001) (0.001) (0.001) (0.000) (0.001) (0.001) (0.001)
Infra 0.003 0.002 0.002 0.002 0.003* 0.003* 0.004** 0.001* 0.001** 0.001** 0.001** 0.001* 0.001** 0.003*
(0.002) (0.002) (0.002) (0.002) (0.002) (0.002) (0.003) (0.002) (0.001) (0.001) (0.001) (0.001) (0.001) (0.002)
PopGrw 0.001** 0.001 0.001 0.001 0.001* 0.001** 0.001** 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000
(0.000) (0.000) (0.000) (0.000) (0.000) (0.000) (0.000) (0.000) (0.000) (0.000) (0.000) (0.000) (0.000) (0.000)
ExpertR 0.124*** 0.123*** 0.164*** 0.111** 0.160*** 0.170*** 0.084 0.036*** 0.057*** 0.075*** 0.041*** 0.075*** 0.079*** -0.000***
(0.028) (0.025) (0.021) (0.025) (0.022) (0.022) (0.032) (0.018) (0.019) (0.017) (0.021) (0.017) (0.014) (0.028)
Dens -0.003*** -0.003*** -0.006*** -0.002*** -0.003*** -0.004*** -0.002*** -0.001*** -0.002*** -0.003*** -0.001*** -0.002*** -0.002*** -0.001***
(0.000) (0.000) (0.001) (0.000) (0.001) (0.001) (0.001) (0.000) (0.000) (0.001) (0.000) (0.000) (0.000) (0.000)
Finance 1.441** 1.430*** 1.869*** 2.028*** 1.489** 1.811*** 1.060*** 2.391 2.509 2.697 2.796 2.562 2.674 2.052
(0.746) (0.702) (0.762) (0.758) (0.776) (0.803) (0.564) (0.714) (0.736) (0.776) (0.770) (0.771) (0.789) (0.522)
Year 2004 0.003 0.002 0.004 0.001*** 0.003 0.003 0.001** -0.003*** -0.003*** -0.002*** -0.004*** -0.002*** -0.002*** -0.004***
(0.001) (0.001) (0.001) (0.001) (0.001) (0.001) (0.001) (0.001) (0.001) (0.001) (0.001) (0.001) (0.001) (0.001)
Year 2005 0.000 -0.000 0.001 -0.001* 0.000 0.000 -0.000 -0.000*** 0.000*** 0.001*** -0.000*** 0.000*** 0.000*** -0.000***
(0.001) (0.001) (0.001) (0.001) (0.001) (0.001) (0.001) (0.001) (0.001) (0.001) (0.001) (0.001) (0.001) (0.001)
定数項 -0.042 -0.039 -0.035 -0.044 -0.046* -0.045 -0.038 0.001 0.002 0.004** -0.000* -0.001** -0.001* 0.005
(0.007) (0.006) (0.007) (0.006) (0.007) (0.007) (0.006) (0.004) (0.004) (0.004) (0.004) (0.005) (0.005) (0.004)
観測数 564 564 564 564 564 564 564 564 564 564 564 564 564 564
調整済み決定係 0.349 0.407 0.349 0.385 0.326 0.307 0.423 0.281 0.255 0.231 0.277 0.216 0.210 0.407
注）　括弧内は頑健標準誤差。　***：1%水準で有意、**：5%水準で有意、*：10%水準で有意。





















Log Wage -0.087 -0.090* -0.052* -0.101* -0.095** -0.096** -0.076
(0.094) (0.089) (0.089) (0.091) (0.086) (0.086) (0.089)
Unempl -0.013 0.000** -0.004 -0.006** -0.004 -0.007 -0.002
(0.035) (0.036) (0.036) (0.038) (0.035) (0.037) (0.036)
Infra 0.009 0.015 0.003 0.019 0.004* 0.011* -0.002**
(0.051) (0.051) (0.049) (0.052) (0.052) (0.059) (0.054)
PopGrw 0.010** 0.012 0.012 0.011 0.011* 0.010** 0.010**
(0.007) (0.008) (0.008) (0.008) (0.008) (0.008) (0.008)
ExpertR -2.274*** -2.411*** -2.110*** -2.848** -2.467*** -2.664*** -1.986
(0.615) (0.464) (0.488) (0.654) (0.419) (0.446) (0.519)
Dens -0.075*** -0.072*** -0.035*** -0.062*** -0.076*** -0.067*** -0.079***
(0.020) (0.018) (0.014) (0.019) (0.017) (0.015) (0.017)
Finance 16.239** 15.489*** 12.166*** 13.673*** 16.803** 13.471*** 19.057***
(20.863) (20.570) (19.532) (20.276) (20.466) (20.509) (20.475)
Year 2004 -0.029 -0.027 -0.056 -0.038*** -0.032 -0.033 -0.019**
(0.028) (0.026) (0.026) (0.032) (0.025) (0.026) (0.027)
Year 2005 0.161 0.161 0.138 0.158* 0.159 0.160 0.164
(0.032) (0.032) (0.030) (0.030) (0.032) (0.033) (0.032)
定数項 0.507 0.498 0.254 0.532 0.540* 0.529 0.477
(0.332) (0.324) (0.334) (0.322) (0.319) (0.317) (0.320)
観測数 564 564 564 564 564 564 564
調整済み決定係 0.151 0.151 0.183 0.148 0.151 0.148 0.154
注）　括弧内は頑健標準誤差。　***：1%水準で有意、**：5%水準で有意、*：10%水準で有意。
NFF_agriculture
Ordinary Least Squares Regression Models （最小ニ乗法）
 